
                    

                                  

 
 
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１項、第２項及び第４項に規定す

る定期監査等について、茨城県監査基準に準拠して監査を実施し、同条第９項の規定によ

り、次のとおり監査の結果に関する報告を決定したので公表する。 
 
 

令和６年９月４日 
 
 
 

茨城県監査委員  森 田 悦 男 
 同     伊 沢 勝 徳 
同     澤 田   勝 
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定期監査等の結果に関する報告 

 

 本報告書は、地方自治法第１９９条第９項の規定に基づき、定期監査等の結果を茨城県議会等に報

告するものである。 

 

第１ 監査の実施状況 

   地方自治法第１９９条第１項、第２項及び第４項に規定する定期監査等について、「茨城県監

査基準」に準拠し、次のとおり実施した。 

 

１ 監査実施機関 111 機関 

 

所管部局 監査実施機関名 

総務部 
総務課、行政経営課、人事課、財政課、管財課、税務課、総務事務セ

ンター、市町村課、知事公室秘書課、知事公室報道・広聴課 

政策企画部 
政策調整課、計画推進課、地域振興課、交通政策課、情報システム

課、統計課、水政課、県北振興局 

県民生活環境部 
生活文化課、女性活躍・県民協働課、環境政策課、環境対策課、廃棄

物規制課、資源循環推進課、スポーツ推進課 

防災・危機管理部 防災・危機管理課、消防安全課、原子力安全対策課 

保健医療部 
保健政策課、健康推進課、疾病対策課、生活衛生課、医療局医療政策

課、医療局医療人材課、医療局薬務課 

福祉部 

福祉政策課、福祉人材・指導課、長寿福祉課、障害福祉課、子ども政

策局少子化対策課、子ども政策局子ども未来課、子ども政策局青少年

家庭課 

営業戦略部 

営業企画課、プロモーションチーム、国際渉外チーム、販売戦略課、

農産物販売課、加工食品販売チーム、観光戦略課、観光誘客課、空港

対策課 

立地推進部 立地推進課、立地整備課、宅地整備販売課 

産業戦略部 
産業政策課、中小企業課、労働政策課、産業人材育成課、技術振興局

技術革新課、技術振興局科学技術振興課 

農林水産部 

農業政策課、産地振興課、畜産課、農業経営課、農業技術課、林政

課、林業課、漁政課、水産振興課、農地局農村計画課、農地局農地整

備課 

土木部 

監理課、用地課、検査指導課、道路建設課、道路維持課、河川課、港

湾課、営繕課、都市局都市計画課、都市局都市整備課、都市局下水道

課、都市局建築指導課、都市局住宅課、鹿島下水道事務所、流域下水

道事務所 

会計事務局 会計事務局 

企業局 
企業局、県南水道事務所、鹿行水道事務所、県西水道事務所、県中央

水道事務所、水質管理センター 

病院局 病院局、県立中央病院、県立こころの医療センター 

議会事務局 議会事務局 



 

教育庁 

総務企画部総務課、総務企画部財務課、総務企画部生涯学習課、総務

企画部文化課、総務企画部私学振興室、学校教育部教育改革課、学校

教育部義務教育課、学校教育部高校教育課、学校教育部特別支援教育

課、学校教育部保健体育課 

警察本部 警察本部 

監査委員事務局 監査委員事務局 

人事委員会事務局 人事委員会事務局 

労働委員会事務局 労働委員会事務局 

２ 監査対象年度 

   令和５年度 

 

３ 監査実施期間 

  令和６年４月１日から８月 21日まで 

 

４ 監査の着眼点 

 (1) 予算の執行等の財務に関する事務又は経営に係る事業が、法令等に従って適正に執行されて

いるかどうか等、正確性、合規性の確認はもとより、経済性、効率性、有効性の検証を重視し

監査した。 
   (2) 前年度における定期監査の指摘等監査結果のほか、行政監査、包括外部監査の監査結果に対

する措置等が適切になされているかを確認した。 
   (3) 地方自治法の規定に基づく内部統制実施機関（地方自治法の規定に準じて実施する機関を含

む。）における監査実施時点での内部統制の整備状況及び運用状況に関し、リスクの管理状況を

監査した。 
 

５ 監査の実施内容 

「茨城県監査基準」に準拠し、監査対象期間における財務に関する事務の執行及び経営に係る

事業の管理執行（地方公営企業法の規定により経営するものに限る。）状況について、監査調書

により関係書類等と照合するとともに、必要に応じて現地調査、職員からの説明聴取により監査

を行った。 

監査を重点的かつ効果的に実施するため、重点監査項目を定めて監査を実施しており、今年度

は「内部統制の強化について」、「事務事業の成果や効果に関する検証について」を重点監査項目

とした。 

また、前年度における定期監査の指摘等監査結果のほか、行政監査、包括外部監査の監査結果

に対する措置等が適切になされているかを確認するとともに、地方自治法の規定に基づく内部

統制実施機関（地方自治法の規定に準じて実施する機関を含む。）における監査実施時点での内

部統制の整備状況及び運用状況について職員からの聴取等により監査を行った。 

 

第２ 監査の結果 

１ 監査結果の区分 

事務事業の執行に著しく適正を欠き、是正又は改善を求める必要があると認められる事項に

ついては「指摘事項」とし、指摘には該当しないが、的確な事務の執行等を促す必要があると認

められる事項については「注意事項」とする。 



 

また、組織及び運営の合理化に資すると認められる事項については「意見」とする。 

２ 監査結果 

  下記の事項以外については、監査した限りにおいて、監査の対象となった事例が法令に適合

し、正確に行われ、最小の経費で最大の効果を挙げるようにし、その組織及び運営の合理化に

努めていることが認められた。 

 

   ア 指摘事項  

所管部局名 監査実施機関名 監査の結果 
総務部 税務課 自動車税（種別割）の課税事務において、内部統制

が機能せず、県税条例改正時に改正漏れが発生した

ことにより、令和元年度から５年間に渡り、納税者

3,156 名に対し、税額を合計 13,786,100 円過大に課

税したことは適切でない。 
土木部 道路建設課 道路建設課が事務局を務める団体の事務におい

て、担当職員が内部決裁を経ずに定期預金の解約や

金融機関の払戻請求書への届出印の無断押印を行っ

たこと、また、内部決裁を経た後、支出決定額よりも

多い金額を記載することにより、令和５年８月 30 日

から令和６年４月 25 日までの間、計 30 回にわたり、

合計 3,252,070 円を不正に引き出し、私的に使用し

ていた。これは、届出印及び預金通帳の管理がずさん

で、かつ管理監督者が払戻金額の確認や預金通帳の

金額確認を行わなかったことに起因するものであ

り、組織としての管理体制が機能しておらず極めて

不適切である。 
 

   イ 注意事項 

所管部局名 監査実施機関名 監査の結果 
県民生活環境部 女性活躍・県民協

働課 
ウクライナ避難民支援事業に係る国庫補助金受入

れ事務において、内部統制が機能せず、実績額報告を

誤り県の歳入予算に不足を生じさせたことは適切で

ない。   
土木部 都市局住宅課 県有資産所在市町村交付金の算定において、内部

統制が機能せず、誤って改定前の公有財産台帳価格

で交付金を算出したため、交付金が過大に交付され

たことは適切でない。 
土木部 流域下水道事務所 過去に処分した固定資産について、内部統制が機

能せず、事業主管課への処分報告を行わなかったた

め、貸借対照表の固定資産計上額に過誤があったこ

とは適切でない。今後は固定資産台帳の整理を徹底

し、適正な固定資産の管理に努められたい。 



 

教育庁 総務企画部文化課 行政財産（建物）に係る使用料について、内部統制

が機能せず、調定を失念し、最長約３年５ケ月遅延し

ていたことは適切でない。 
（地方自治法第１９９条第１０項に基づく意見） 
注意事項について、令和６年度から使用許可及び

調定事務が自然博物館へ移管されたとのことである

が、移管先における再度の調定漏れ防止のため、遺漏

なく引継ぎを行うよう留意されたい。 
警察本部 警察本部 交番建設工事に関連する地中埋設物撤去工事につ

いて、工事完了後、事実と異なる工期で契約を締結し

ていたことは適切でない。 
 

 

 

 


